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第１節 
 

１ 事業の体系 

 

指導・監査等の実施     

社会福祉法人、 
施設・事業所等に対する
指導検査等 

社会福祉法人等に対する指導検査 （指導調整課） 
（指導第一課） 
（指導第二課） 

老人福祉施設等に対する指導検査 （指導第一課） 

介護サービス事業者等に対する指導検
査 

（指導第一課） 

障害福祉サービス事業者等に対する指
導検査 

（指導第一課） 

指定医療機関等に対する指導等 （指導第一課） 

保護施設等に対する指導検査 （指導第一課） 

児童福祉施設等に対する指導検査 （指導第二課） 

指導検査体制の充実 （指導調整課） 
（指導第一課） 
（指導第二課） 

緊急かつ重大な案件への対応 （指導調整課） 
（指導第一課） 
（指導第二課） 

社会福祉法人の認可等 （指導調整課） 

社会福祉法人経営力強化事業 （指導調整課） 

区市町村指導検査支援事業等 （指導調整課） 

福祉サービス第三者評価制度 （指導調整課） 
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２ 指導監査部事業関連統計 
 

（1） 指導検査の対象数、検査数及び実施率 (単位：法人、施設、事業、件、％) 

 

種  別 等 
令和５年度 

対象数(a) 検査数(b) 実施率(b/a) 

社会福祉法人等 333 77 23.1 

介護保険施設 473 86 18.2 

高齢者施設等 1,525 246 16.1 

介護保険在宅サービス事業（福祉系） 13,760 475 3.5 

介護保険在宅サービス事業（医療系） 4,818 246 5.1 

障害者支援施設等 2,287 42 1.8 

障害福祉在宅サービス事業等 8,930 167 1.9 

指定医療機関等 26,278 67 0.3 

保護施設 29 13 44.8 

児童福祉施設等（保育所・保育施設を除く。） 99 68 68.7 

保育所・保育施設 4,064 559 13.8 

その他施設等 177 63 35.6 

※  社会福祉法人等は、社会福祉法人及び社会福祉連携推進法人である。 

※  高齢者施設等は、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム及びサービス付き

高齢者向け住宅である。 

※  障害者支援施設等は、療養介護、就労定着支援、施設入所支援、生活介護、自立訓練、

就労移行支援、就労継続支援及び障害児入所施設等である。 

※ 指定医療機関等は、指定医療機関（生活保護法）、指定自立支援医療機関、戦傷病者特

別援護法指定医療機関である。 

※  その他施設等は、無料低額宿泊所、日常生活支援住居施設及び女性自立支援施設である。 

※  検査数(b)は、実地指導（一般指導検査）と監査（特別指導検査）の合計である。 

 

（2） 都内社会福祉法人数の推移 (各年度４月１日現在) 

年 度 平成元 平成10 平成20 平成25 平成30 令和2 令和3 令和4 令和5 令和6 

法人数 629 760 982 1,021 1,069 1,080 1,080 1,083 1,085 1,088 
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第２節 

１ 社会福祉法人、施設・事業所等に対する指導検査等 

(1）社会福祉法人等に対する指導検査 

社会福祉法の規定に基づき、社会福祉法人及び社会福祉連携推進法人に対して、社会福祉法人等と

して遵守すべき事項について運営実態の確認を行うことによって、適正な法人運営や社会福祉事

業の健全な経営の確保を図る。 

(2）老人福祉施設等に対する指導検査 

老人福祉法等の規定に基づき、特別養護老人ホーム、養護老人ホームなどの老人福祉施設等に対し

て、法令に定める設備及び運営に関する基準等の適合状況について検査を行い、適正な運営及びサー

ビスの質の確保並びに入所者処遇の向上を図る。 

(3）介護サービス事業者等に対する指導検査 

介護保険法等の規定に基づき、介護サービス事業者等に対して行う介護給付等対象サービスの

内容及び介護報酬の請求等に関する検査を行い、適正な運営及びサービスの質の確保並びに保険

給付の適正化を図る。 

(4）障害福祉サービス事業者等に対する指導検査 

障害者総合支援法、身体障害者福祉法、児童福祉法等の規定に基づき、障害福祉サービス事業

者等に対して、法令に定める最低基準等に対する適合状況について検査を行い、サービスの質の確保

及び自立支援給付に係る費用等の支給の適正化を図る。 

(5）指定医療機関等に対する指導検査 

生活保護法に基づく指定医療機関及び医療保護施設、障害者総合支援法に基づく指定自立支援

医療機関等に対し指導検査を行い、適正な運営及びサービスの質の確保並びに医療扶助等の適正

化を図る。 

(6）保護施設等に対する指導検査 

生活保護法等の規定に基づき、保護施設、無料低額宿泊所等に対して、法令に定める設備及び

運営に関する基準等の適合状況について検査を行い、施設の適正な運営及びサービスの質の確保

並びに利用者支援の向上を図る。 

(7）児童福祉施設等に対する指導検査 

児童福祉法等の規定に基づき、保育施設、児童養護施設などの児童福祉施設等に対して、法令

に定める設備及び運営に関する基準等の適合状況について検査を行い、施設の適正な運営及びサ

ービスの質の確保並びに利用者支援の向上を図る。 

(8）指導検査体制の充実 

会計専門員及び福祉サービス専門員を配置し、社会福祉法人及び社会福祉施設等に対する指導

検査等において、専門的な見地から助言・指導を行い、指導検査等の充実を図っている。 
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(9）緊急かつ重大な案件への対応 

施設等の運営や利用者の処遇に重大な問題が発生した場合等に、即時又は重点的に対応するた

め、迅速に体制を整え、機動的に検査を行う。 

 

 

２ 社会福祉法人の認可等 

社会福祉法に定める社会福祉事業を経営することを目的として設立される都知事所轄社会福祉法

人に対する認可等を行う。 

また、区長・市長所轄法人も含め、都内の社会福祉法人全体に対する指導体制の充実を図るため、

社会福祉法人指導連絡会を開催し、区市との情報交換及び連絡調整を行うとともに、区市の事務担

当者向けに、指導監督の実務に関する集合研修を開催するなど、区市に対する支援を実施する。 

さらに、福祉サービス事業者間の連携方策の新たな選択肢として、令和４年度から制度化された

社会福祉連携推進法人の認定等を行う。（令和６年４月１日現在、都内４法人） 

 

所轄庁別の都内社会福祉法人数 （令和６年４月１日現在） 

所 轄 庁 厚生労働大臣 都知事 区長・市長 合 計 

法 人 数 29 329 730 1,088 

 

 

３ 社会福祉法人経営力強化事業（平成28年度事業開始） 

社会福祉法人制度改革の趣旨を踏まえ、社会福祉法人の適正かつ安定的な運営の確保と指導検査

体制の充実を図る。 

(1）法人及び所轄庁である区市への支援 

社会福祉法人制度改革に対応し、経営組織のガバナンスや財務規律の強化等に取り組む法人を

支援し、自主的な取組や問題解決を促すとともに、区市が所轄庁として指導監査を行うための支

援を行う。（実施主体：東京都） 

(2）地域協議会の開催 

社会福祉法人が地域公益事業を行う社会福祉充実計画を作成及び実施するに当たり、事業内容

及び事業区域における需要について、住民や関係者の意見を聴取する。あわせて、地域における

関係者のネットワークを強化するなど、地域福祉の推進体制の強化を図るため、地域協議会を開

催する。（実施主体：社会福祉法人東京都社会福祉協議会） 

(3）法人の活動状況の把握及び公表 

法人の計算書類等により活動状況を把握・分析し、得られた課題等を指導検査に活用するとと

もに、都内法人全体の活動状況や地域特性等を取りまとめ、公表する。 
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(4）課題ある法人の早期発見・早期対応 

法人の計算書類等の分析結果や、運営管理、会計経理の視点による確認事項と着眼点をまとめたツ

ールを活用し、社会福祉法人の抱える課題の早期発見を図る。また、外部有識者等からなる社会福

祉法人専門家会議を活用し、迅速かつ適切な法人指導を行う。 

 

 

４ 区市町村指導検査支援事業等 

住民やサービス利用者に身近な区市町村が、地域の実情に合わせて主体的に実施する介護保険法、

障害者総合支援法、子ども・子育て支援法等に基づく指導検査を支援するため、区市町村職員への

研修や、都と区市町村との連絡会等を開催することにより、指導検査体制の充実・強化を図り、も

って福祉サービスの向上に資する。 

 

実施状況（令和５年度実績） （単位：回） 

支援内容 介護分野 障害分野 保育分野 

区市町村職員への研修 ２ ２ ２ 

指導検査連絡会 ２ ２ ２ 

 
 

５ 福祉サービス第三者評価制度（平成15年度事業開始） 

事業者のサービスの質の向上を図るとともに、利用者のサービス選択や事業の透明性の確保に資

する情報を提供するため、東京都福祉サービス評価推進機構を通じて多様な評価機関の認証、評価

者の養成、共通評価項目の策定・改定、評価結果の公表等を行う。 

あわせて、法制度改正に対応するための評価手法・項目の検討等の取組を行うことにより、更な

る信頼性を確保し、第三者評価制度の普及・定着・拡大を図る。（実施主体：公益財団法人東京都福

祉保健財団及び東京都） 
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